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平成28年11月18日
総務省政策統括官（統計基準担当）

諮問第97号の概要
（毎月勤労統計調査の変更）

【資料３の参考】



毎⽉勤労統計調査の概要（現状）

この調査は、全国調査、地⽅調査及び特別調査の３種類から成り、雇⽤、給与及び労働時間について、全国調査にあってはその全国的変動を、地
⽅調査にあってはその都道府県別の変動を毎⽉明らかにすることを⽬的とし、特別調査はこれらを補完することを⽬的とする。

区 分 調査事業所数
（注）

調査
周期

調査事項 抽出⽅法 調査系統 調査⽅法

第⼀種事業所
（常⽤労働者
を常時３0⼈以
上雇⽤する事業
所）

全国
調査

約16,700 毎⽉ • 主要な⽣産品の名称⼜
は事業の内容

• 企業規模
• 男⼥別常⽤労働者数、
実労働時間数、現⾦給
与額 等

【⺟集団情報】
経済センサス-基礎調査
【標本抽出⽅法】
層化無作為⼀段抽出
（約３年ごとに、⼀⻫
⼊替え）

厚⽣労働省
ー都道府県
ー報告者

・郵送調査
・オンライン調査

地⽅
調査

約21,500

第⼆種事業所
（常⽤労働者
を常時５⼈以
上30⼈未満雇
⽤する事業所）

全国
調査

約16,500 【⺟集団情報】
経済センサス-基礎調査
【標本抽出⽅法】
層化無作為⼆段抽出
（半年ごとに全体の
1/3を⼊れ替えるロー
テーション・サンプリング）

厚⽣労働省
ー都道府県
ー統計調査員
ー報告者

・調査員調査
・オンライン調査

地⽅
調査

約22,000

常⽤労働者を
常時１⼈以上
５⼈未満雇⽤
する事業所

特別
調査

約25,000 １年 • 事業所名
• 主要な⽣産品の名称⼜
は事業の内容

• 常⽤労働者ごとの性別、
勤続年数、１⽇の実労
働時間数、決まって⽀給
する現⾦給与額 等

【⺟集団情報】
経済センサス-基礎調査
【標本抽出⽅法】
集落抽出

厚⽣労働省
ー都道府県
ー統計調査員
ー報告者

・調査員調査

（※） 第⼀種事業所は、約３年間継続して調査する⽅式だが、その間の新設事業所や30⼈以上に規模拡⼤した事業所の状況を調査結果に
反映させるとともに、廃⽌事業所や30⼈未満へ規模縮⼩となった事業所の補充のため、毎年１⽉に追加指定を⾏っている。 1

調査の⽬的

調査の概要

（注） 全国調査の報告者は、地⽅調査の報告者でもあり、両者の報告者数の差が、地⽅調査のみの報告者数である。



結果の主な利活⽤

① ⾏政上の施策への利⽤等
 雇⽤保険の基本⼿当⽇額の算定に⽤いる賃⾦⽇額の範囲等の算定資
料として、毎⽉決まって⽀給する給与を利⽤

 ⽉例経済報告、経済財政⽩書等
において、現⾦給与総額指数の
前年同⽉⽐等を利⽤

② 国⺠経済計算の推計（内閣府）
における基礎資料
 雇⽤者報酬の算定資料として利⽤

③ その他の利⽤状況
 ＩＬＯやＯＥＣＤ等国際機関に定期的に報告
 ⺠間企業において、ベースアップ等賃⾦改定の参考資料として利⽤
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平成28年９月「月例経済報告」より抜粋



統計法施⾏状況審議で⽰された⽅向性等

区分 ⽅向性
標本設計の改善 ◆第⼀種事業所におけるローテーション・サンプリング

の導⼊
◆事業所⺟集団ＤＢの利⽤

指数の接続
→新旧データ接続検討ＷＧで継続審議

◆賃⾦・労働時間指数の接続⽅法の変更
◆賃⾦・労働時間指数における継続指数の作成
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○基本計画部会における未諮問基幹統計に係る審議（平成27年12⽉〜28年３⽉）

○新旧データ接続検討ＷＧにおける審議（平成28年6⽉〜８⽉）

⽉次⼜は四半期で⾏われる無作為標本調査に該当する各種統計調査の接続⽅法に係る
「望ましい⽅法」として、以下のとおり結論付けられた。

• 断層が過度に拡がる前に標本を交替させる。（ローテーション・サンプリング導⼊の検討）
• 過去及び将来の標本交替の時点を対外公表する。
• 新旧計数をそのまま接続する。
• 標本交替に際し、ユーザーニーズが強いものに関しては、継続指数の作成を検討する。 など



今回の変更内容及び想定される論点

① 第⼀種事業所におけるローテーション・サンプリングの導⼊
※統計法施⾏状況審議の結論を踏まえた変更

 平成32年１⽉調査から、調査対象事業所を毎年３分の１ずつ⼊れ替えるローテーション・サンプリングを導⼊する。
（平成34年１⽉に完全移⾏）

 現在の調査対象事業所については、調査対象期間（２年１か⽉）が平成29年１⽉で終了するが、ローテーション・
サンプリングを導⼊するまでの経過措置として、半数を１年間、残り半数を２年間、それぞれ、調査対象期間を延⻑す
るとともに、平成34年１⽉の完全移⾏まで、部分⼊替えを段階的に⾏う。

⇒［論点］
• ローテーション・サンプリングの導⼊に当たり、どのような基準に基づき、調査対象事業所のグループ分けを⾏うのか。
• 都道府県の負担軽減策として、どのようなことを⾏うのか。また、都道府県との調整はどのような状況か。
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1. 調査計画の変更にかかる事項 変更の適⽤時期 平成30年１⽉調査から
（１．④については、平成29年度以降、⑤については承認時）

現在の
調査対象事業所

１年延⻑

２年延⻑

部分⼊替え（２年１か⽉）

部分⼊替え（３年１か⽉）

部分⼊替え（２年1か⽉）

部分⼊替え（３年１か⽉）

Ａグループ（３年１か⽉）

Ｂグループ（３年１か⽉）

Ｃグループ（３年１か⽉）

H27.1 H29.1 H30.1 H31.1 H32.1 H33.1 H34.1 H35.1 H37.1H36.1
＜今後のスケジュール＞

1/3

1/2

1/2

1/3

それぞれ1/6ずつ

第⼀種事業所の調査対象事業所の
調査期間を延⻑。

１／３⼊替えの移⾏に向けて、
経過措置として４グループに分ける。

平成34年１⽉に、年１回１／３ずつ
⼊れ替える⽅式に完全移⾏。

移⾏期間
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② 事業所⺟集団ＤＢの利⽤
※統計法施⾏状況審議の結論を踏まえた変更

 ⺟集団情報について、数年に１度しか更新されない経済センサスの情報ではなく、事業所⺟集団ＤＢの年次フレームを
利⽤する。

⇒［論点］
• 経済センサス-活動調査では調査対象外とされていた官公営の事業所については、今後どのような配慮をするのか。

④ 統計調査員の活⽤範囲拡⼤
 第⼀種事業所に対する督促業務について、統計調査員も⾏えるようにする。これにより、都道府県職員の負担軽減及

び回収率向上を図る。
⇒［論点］

• 第⼀種事業所についても統計調査員の督促業務を可能とすることにより、どのような効果が⾒込まれるか。

③ 常⽤労働者の定義変更
 「統計調査における労働者の区分等に関するガイドライン」（平成27年５⽉19⽇各府省統計主管課⻑等会議申合

せ）を踏まえ、常⽤労働者の定義を変更する。
⇒［論点］

• ガイドラインに沿って定義を変更することに伴い、過去データとの時系列⽐較の観点で、利活⽤上の⽀障はないか。

⑤ 調査票情報の保存期間の変更
 全国調査及び特別調査について、調査票情報（調査票の内容を記録した電磁的記録媒体）の保存期間を「永年」

に変更する。
⇒［論点］

• 地⽅調査について、保存責任者を都道府県知事とし、厚⽣労働省が保有しないことに問題はないか。



① 賃⾦・労働時間指数の接続⽅法の変更
【現 状】 標本替えの際に、前回の標本⼊替え時点から旧標本の指数を段階的に補正することにより、新標本の指数に

接続している。
【変更後】 第⼀種事業所におけるローテーション・サンプリングの導⼊後は、新旧計数をそのまま接続させる。

⇒［論点］
• ローテーション・サンプリング導⼊までの経過措置期間における指数の接続については何らかの措置をとるのか。

６

② 賃⾦・労働時間指数における継続指数の作成
 賃⾦・労働時間指数について、ローテーション・サンプリングの導⼊を踏まえ、交替しない標本で継続指数を作成する。

⇒［論点］
• 継続指数の具体的な作成⽅法はどのようにするのか。

指
数

年⽉

旧標本の指数 新標本の指数

新標本結果

旧標本結果
指
数

年⽉

新標本の指数

旧標本の指数

旧標本結果

新標本結果

遡及改定を⾏う

（直近の標本⼊替え⽉） （直近の標本⼊替え⽉）

【現状】 【変更後】

遡及改定は
⾏わない

２. 統計法施⾏状況審議を踏まえた確認事項

（直近の標本⼊替え⽉の１か⽉前）
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